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海上自衛隊呉地方総監部

新青山南宿舎（仮称）整備事業及び

新青山中央宿舎（仮称）整備事業
様式集及び記載要領
令和７年８月
中国四国防衛局
第１．提出書類及び各様式の作成要領
１．質問書について
① 入札説明書等に関する質問書



（様式1-1）
　様式はMicrosoft Excel（Microsoft Excel2016で対応可能なバージョン）を使用して作成すること。
２．資料閲覧申込書
① 資料閲覧申込書



　　　　（様式1-2）
本入札説明書の第９ ３.に基づき、資料閲覧を希望する者は、様式に必要事項を記載し電子メールで提出すること。なお、資料閲覧は複数社合同で実施してもよい。
３．入札参加表明書、入札参加資格確認申請時の提出書類について
（１）入札参加表明に関する提出書類
① 入札参加表明書




（様式2-1）
② 入札参加者の構成表




（様式2-2）
本入札説明書の第４（入札参加に関する条件等）に基づき、入札参加者を構成する代表企業及び構成員を全て記載し、各企業が担う業務内容について明確に記載すること。
③ 委任状





（様式2-3）
所定の様式に従い、代表企業宛に全ての構成員が記名捺印の上、入札参加者の構成員毎に提出すること。
（２）入札参加資格確認申請に関する提出書類
① 入札参加資格確認申請書



（様式2-4）
必要書類は、特に注釈がないものについては、入札参加者を構成する全ての構成員に関する添付書類を提出すること。
本入札説明書の第４ 1. （３）について、競争参加資格が求められる業務を実施する企業は、当該要件が満たされていることを確認できる競争参加資格審査結果通知書の写しを提出すること。
② 事業実施体制





（様式2-5）
構成企業・協力企業・設立する特別目的会社・金融機関・国等、本事業に関係する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入すること。
③ 設計実績





（様式2-6-1）
④ 設計に当たる者の資格等確認書



（様式2-6-2）
⑤ 工事監理実績





（様式2-7-1）
⑥ 工事監理に当たる者の資格等確認書


（様式2-7-2）
⑦ 建設実績





（様式2-8-1）
⑧ 建設に当たる者の資格等確認書



（様式2-8-2）
⑨ 維持管理実績





（様式2-9）
　本入札説明書の第４ 1. （３）について、業務実績等が求められる業務に当たる者は、各業務実績が満たされていることを確認できる資料（契約書、業務仕様書の写し等）を添付すること。
（３）入札参加資格等要件の確認に必要な添付資料提出確認書
① 添付資料提出確認書




（様式2-10）
４．入札辞退時に関する提出書類
入札時までに必要があれば、以下の書類を提出すること。
1 入札辞退届





（様式3-1）
５．入札提出書類
（１）入札に関する提出書類
① 入札提出書類の提出届




（様式4-1）
② 委任状（代理人）




（様式4-2）
③ 委任状（復代理人）




（様式4-3）
④ 入札書





（様式4-4）
⑤ 入札価格内訳書




（様式4-5）

⑥ 企業等一覧表





（様式4-6）
⑦ 要求水準書に関する確認書



（様式4-7）
（２）各業務の提案に関する提出書類
「要求水準書」（添付資料１）及び「落札者決定基準」（添付資料７）を踏まえ、基本的な考え方や業務の実施方針、要求水準を達成するための方策等に関する、具体的な提案内容を別表に指示する要領に基づき記載すること。
附帯事業を実施しない場合、⑥は提出不要である。
① 「事業計画」に係る提出書類



（様式5-1～5-13）
② 「設計及び建設計画」に係る提出書類


（様式6-1～6-10）
③ 「設計及び建設計画」の図面に係る提出書類

（様式7-1～7-12）
④ 「維持管理計画」に係る提出書類


（様式8-1～8-3）
⑤ 「既存宿舎の解体計画」に係る提出書類


（様式9-1～9-2）
⑥ 「附帯事業」に係る提出書類



（様式10-1～10-4）
（３）その他の提出書類
① ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況確認書
（様式11）
代表企業について記載し、認定を受けている場合には認定を受けていることを証明する資料（認定通知書等の写し）を添付すること。
② 従業員への賃金引上げ計画に係る表明状況確認書

（様式12-1）
入札参加者を構成する全ての構成員について記載すること。
③ 従業員への賃金引上げ計画の表明書


（様式12-2）
賃金引上げ計画の表明を行う構成員毎に【大企業用】【中小企業等用】のうち該当する様式を用いて作成すること。
賃金引上げ計画の表明を行わない場合、③は提出不要である。
第２．作成上の留意点
１．入札提出書類の位置付け
書類の作成にあたっては、「落札者決定基準」（添付資料７）を熟読し、審査書類の審査上及び契約上の位置付けをよく理解すること。
２．企業名の記載
入札提出書類のうち、正本には、企業名を記載し、副本では、各構成員の企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの仕様等）は行わず、「企業等一覧表（様式4-6）」に従い、Ａ社等のアルファベットを用いること。
ただし、入札提出書類上で各業務のいずれを実施するかわかるようにアルファベットの前に業務内容がわかる呼称を付すこと。
登録受付番号は、入札資格確認通知の際に代表企業へ通知する。
３．記載内容
①　各提書類を作成するにあたり、「要求水準書」（添付資料１）及び「落札者決定基準」（添付資料７）に記載された加点項目について、具体性をもった記載により提案を行うこと。
②　入札説明書及び添付書類に明示される事項については、履行される内容で提案すること。各様式において説明が必要とされている事項については、必ず記載すること。各様式において、一定の計算を必要とする箇所は、計算を正確に行うこと。
③　平易な文章で明確かつ具体的、簡潔に記載すること。また、具体的かつ明確に記載するために必要な項目等がある場合は、適宜、追加記入すること。
④　文章による提案を原則とするが、提案内容の意図を伝えるために、適宜図面やイメージ図等（以下「図面等」という。）にて補足的に提案を表現することも認める。ただし、文章による記載内容と図面等に矛盾がある場合は、文章による記載内容が優先されることに留意すること。
⑤　造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の個所に定義を記載すること。
⑥　各様式間において記載内容の整合性を図り、他の様式や補足資料に関連する事項が記載されているなど、参照が必要な場合には、該当するページを記入すること。
⑦　入札価格内訳書（様式4-5）の内訳の合計は、入札書（様式4-4）と必ず整合させること。
４．書式等
①　各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位とすること。
②　使用する用紙は、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のある場合を除き、Ａ４判縦長又はＡ３判横長とし、横書き片面とすること。
③　ページ数に枚数制限がある場合は、それを遵守すること。
④　図表等は適宜使用して構わないが、枚数制限がある場合は、それを遵守すること。
⑤　図面等を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは、原則10ポイント程度とし、左右に20mm程度の余白を設定すること。
５．編集方法
①　書類の順序は、様式通番の通りとすること。
②　入札参加表明書、入札参加資格確認申請時の提出書類は全てＡ４判縦長左綴じとすること。ただし、パンフレット等で左綴じとできない場合は別綴じを認める。
③　各業務の提案に関する提出書類は、「事業計画」に係る提出書類、「設計及び建設計画」に係る提出書類、「設計及び建設計画」の図面に係る提出書類、「維持管理計画」に係る提出書類、「既存宿舎の解体計画」に係る提出書類、「附帯事業」に係る提出書類に分けて作成すること。なお、別紙は提出書類毎に全ての様式の後ろに、どの様式の別紙かわかるようにして作成すること。
④　その他の提出書類は、従業員への賃金引上げ計画の表明書（様式12-2）及び添付書類を構成員毎にまとめて作成すること。
６．提出方法及び提出部数
（１）入札参加表明書、入札参加資格確認申請時の提出書類
入札参加表明書、入札参加資格確認申請時の提出書類（上記の第１ ３.に係る資料）は、以下の通りとする。
①　様式2-1～2-9は、本入札説明書の「第４ 入札参加に関する条件等 ３．入札の実施（３）入札参加表明書等の提出及び入札参加資格の審査」に従い、１部を提出すること。様式2-6-1、2-7-1、2-8-1については、必要に応じて担当企業毎に１部を提出すること。

（２）入札に関する提出資料
入札提出書類（上記の第１ ５.（１）に係る資料）は、以下の通りとする。
1 様式4-1～4-7は、本入札説明書の「第４ 入札参加に関する条件等 ３．入札の実施（５）入札」に従い、１部を提出すること。
（３）各業務の提案に関する提出書類
各業務の提案に関する提出書類（上記の第１ ５．（２）に係る書類）は、以下の通りとする。
1 様式5-1～5-13、様式6-1～6-10、様式7-1～7-12、様式8-1～8-3、様式9-1～9-2、様式10-1～10-4は、業務毎に、ファイルに綴じ、正本１部、副本１部、合計２部を提出すること。
2 様式5-1～5-13、様式6-1～6-10、様式7-1～7-12、様式8-1～8-3、様式9-1～9-2、様式10-1～10-4は、①とは別にデータの読み取り及びコピー、印刷が可能なPDFで、各情報が保存されているCD-Rを２枚提出すること。PDFは、図面等も合わせて業務毎にまとめて保存すること。
3 指定のある様式（様式5-6、様式5-7、様式5-8、様式5-12、様式5-13）については、Microsoft Excel（Microsoft Excel2016で対応可能なバージョン）を使用して作成（計算の数式を残したまま、他のシートとのリンクが残ったままで提出のこと）し、上記②とは別にデータの読み取り及びコピー、印刷が可能なMicrosoft Excel（Microsoft Excel2016で対応可能なバージョン）で、各情報が保存されている上記②のCD-Rに保存すること。
4 提出書類は、表紙も含め提出書類毎に右下の所定の欄に通し番号を記載すること。
（４）その他の提出書類
その他の提出書類（上記の第１ ５．（３）に係る書類）は、以下の通りとする。
1 ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況確認書（様式11）及び添付書類については１部を提出すること。
2 従業員への賃金引上げ計画に係る表明状況確認書（様式12-1）については１部を提出すること。従業員への賃金引上げ計画の表明書（様式12-2）及び添付書類については構成員毎にまとめ、構成員毎に１部を提出すること。
７．提出物一覧表

（１）質問書、資料閲覧申込書
	様式番号
	書類名称
	提出部数

	様式1-1
	入札説明書等に関する質問書
	１部

	様式1-2
	資料閲覧申込書
	１部


（２）入札参加表明書、入札参加資格確認申請時の提出書類
	様式番号
	書類名称
	提出部数

	様式2-1
	入札参加表明書
	１部

	様式2-2
	入札参加者の構成表
	１部

	様式2-3
	委任状
	１部

	様式2-4
	入札参加資格確認申請書
	１部

	様式2-5
	事業実施体制
	１部

	様式2-6-1
	設計実績
	１部

	様式2-6-2
	設計に当たる者の資格等確認書
	１部

	様式2-7-1
	工事監理実績
	１部

	様式2-7-2
	工事監理に当たる者の資格等確認書
	１部

	様式2-8-1
	建設実績
	１部

	様式2-8-2
	建設に当たる者の資格等確認書
	１部

	様式2-9
	維持管理実績
	１部

	様式2-10
	添付資料提出確認書
	１部


（３）入札辞退時等の提出書類
	様式番号
	書類名称
	提出部数

	様式3-1
	入札辞退届
	１部


（４）入札提出書類
①入札に関する提出書類
	様式番号
	書類名称
	提出部数

	様式4-1
	入札提出書類の提出届
	１部

	様式4-2
	委任状（代理人）
	１部

	様式4-3
	委任状（復代理人）
	１部

	様式4-4
	入札書
	１部

	様式4-5
	入札価格内訳書
	１部

	様式4-6
	企業等一覧表
	１部

	様式4-7
	要求水準書に関する確認書
	１部


②各業務の提案に関する提出書類
（提出部数のうち正本1部、副本１部とする。その他電子データを保存したCD-R２枚を提出すること。）
	様式番号
	書類名称
	提出部数
	枚数制限

	様式5-1
	事業計画に係る提案書　表紙
	２部
	１

	様式5-2
	事業実施体制に関する提案
	２部
	２

	様式5-3
	安定的な資金調達に関する提案
	２部
	２

	様式5-4
	事業収支計画に関する提案
	２部
	２

	様式5-5
	事業安定化方策に関する提案
	２部
	２

	様式5-6
	設計及び建設業務費内訳書
	２部
	―

	様式5-7
	維持管理業務費内訳書
	２部
	―

	様式5-8
	既存宿舎の解体業務費内訳書
	２部
	―

	様式5-9
	割賦金利についての提案
	２部
	１

	様式5-10
	出資金・借入金明細書
	２部
	１

	様式5-11
	資金調達計画書
	２部
	１

	様式5-12
	長期収支計画
	２部
	―

	様式5-13
	対価の支払計画
	２部
	―

	様式6-1
	設計及び建設計画に係る提案書　表紙
	２部
	１

	様式6-2
	設計及び建設計画の概要
	２部
	１

	様式6-3
	周辺環境保全に関する提案
	２部
	２

	様式6-4
	景観、配置計画に関する提案
	２部
	２

	様式6-5
	住戸計画に関する提案
	２部
	２

	様式6-6
	機能性・快適性に関する提案
	２部
	３

	様式6-7
	省資源・環境負荷低減に関する提案
	２部
	１

	様式6-8
	経済性に関する提案
	２部
	１

	様式6-9
	施工計画に関する提案
	２部
	１

	様式6-10
	事業スケジュール
	２部
	１

	様式7-1
	設計及び建設計画に係る提案書＜図面集＞　表紙
	２部
	１

	様式7-2
	計画概要
	２部
	１

	様式7-3
	配置図（縮尺：1/400）
	２部
	１

	様式7-4
	各階平面図（縮尺：1/200～1/300）
	２部
	３

	様式7-5
	立面図（縮尺：1/300）
	２部
	２

	様式7-6
	断面図（縮尺：1/1000）
	２部
	１

	様式7-7
	各住戸平面図（縮尺：1/50～1/100）
	２部
	２

	様式7-8
	集会所・管理人室平面図（縮尺：1/100）
	２部
	１

	様式7-9
	鳥瞰図
	２部
	１

	様式7-10
	面積表
	２部
	―

	様式7-11
	仕上表
	２部
	―

	様式7-12
	日影図（等時間日影、時刻日影）（縮尺：1/400）
	２部
	１

	様式8-1
	維持管理計画に係る提案書　表紙
	２部
	１

	様式8-2
	維持管理業務実施体制及び業務内容の妥当性に関する提案
	２部
	２

	様式8-3
	保守点検業務実施体制及び業務内容の妥当性に関する提案
	２部
	２

	様式9-1
	既存宿舎の解体計画に係る提案書　表紙
	２部
	１

	様式9-2
	周辺環境保全及び環境負荷低減、解体業務の実施体制及び解体計画に関する提案
	２部
	２

	様式10-1
	付帯事業に係る提案書　表紙
	２部
	１

	様式10-2
	居住サービスの向上に関する提案
	２部
	３

	様式10-3
	事業計画に関する提案
	２部
	３

	様式10-4
	附帯事業に係る長期収支計画
	２部
	―


③その他の提出書類
	様式番号
	書類名称
	提出部数

	様式11
	ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況確認書
	１部

	様式12-1
	従業員への賃金引上げ計画に係る表明状況確認書　
	１部

	様式12-2
	従業員への賃金引上げ計画の表明書
	１部


（様式１－１）
入札説明書等に関する質問書
注：別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１－２）
令和　　年　　月　　日
資料閲覧申込書
中国四国防衛局御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の資料閲覧を希望します。
	No
	閲　覧　者　氏　名
	会社名・所属部署・役職

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	


　　　注：不足する場合は欄を追加すること。
　　　　　複数社合同で閲覧する場合は、会社名を必ず記入すること。
　資料閲覧希望日時、閲覧希望資料は、以下の通りです。
	項目
	資料閲覧希望日時
	閲覧希望資料名

	第一希望
	（例）○月○日　午前・午後
	

	第二希望
	
	

	第三希望
	
	


注：資料閲覧期間は令和７年９月１日（月）から12月８日（月）とする（土日祝日を除く。）。
なお、資料閲覧可能な時間は、午前９時～午後５時までとする（正午～午後１時を除く。）。
（様式２－１）
令和　　年　　月　　日
入 札 参 加 表 明 書
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」に係る競争入札に参加することを表明いたします。
なお、以下の各構成員は、他の入札参加者の構成員として「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の競争入札に参加しないことを誓約します。
	企業名
	参加区分
	担当

	
	
	入札説明書「第４　１．（３）」の資格者
	維持管理
	その他

	
	
	設計
	工事監理
	建設
	
	

	
	
	
	
	建築一式工事
	土木一式工事
	電気工事
	管工事
	電気通信工事
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：１　入札参加者の代表企業が、必要事項を記載すること。
　　２  グループ名には代表企業名を用いること（例：代表企業が「〇〇建設」であればグループ名「〇〇建設グループ」とする。）。
　　３　参加区分には「代表企業」、「構成企業」、又は「協力企業」のいずれかを記載すること。

　　４　各企業が、本事業においていずれの役割を担当しているかを、表中の該当する欄に○印をつけること。

　　５　記入欄が足りない場合や変更が必要な場合は、適宜追加・変更すること。
（様式２－２）
令和　　年　　月　　日
入札参加者の構成表
	代表企業
	商号又は名称：
所在地：
代表者名：

	
	担当者氏名：
所属：
電話番号：　　　　　　　　　　F A X 番号：
E - m a i l：

	
	＜本事業における役割＞
・設計及び建設業務　　　　　　　　・維持管理業務
・既存宿舎の解体業務　　　　　　　　　　　
・その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	構成員(A)
	商号又は名称：
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
代表者名：

	
	担当者氏名：
所属：
電話番号：　　　　　　　　　　F A X 番号：
E - m a i l：

	
	＜本事業における役割＞
・設計及び建設業務　　　　　　　　・維持管理業務
・既存宿舎の解体業務　　　　　　　　　　　
・その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	構成員(B)
	商号又は名称：
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
代表者名：

	
	担当者氏名：
所属：
電話番号：　　　　　　　　　　F A X 番号：
E - m a i l：

	
	＜本事業における役割＞

・設計及び建設業務　　　　　　　　・維持管理業務

・既存宿舎の解体業務　　　　　　　　　　　

・その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（様式２－２）
	構成員(C)
	商号又は名称：
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
代表者名：

	
	担当者氏名：
所属：
電話番号：　　　　　　　　　　F A X 番号：
E - m a i l：

	
	＜本事業における役割＞
・設計及び建設業務　　　　　　　　・維持管理業務
・既存宿舎の解体業務　　　　　　　　　　　
・その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


注：１　構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
２　＜本事業における役割＞は、該当業務（複数可）を丸で囲むこと。「その他」を選択した場合又は一つの業務を複数企業で分担する場合には、その分担内容をカッコ内に記載すること。
（様式２－３）
令和　　年　　月　　日
委 任 状
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
	入札参加者の構成企業・協力企業

	所在地

商号又は名称

代表者名




私は、下記の企業を代表企業とし、「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」に関する委任事項について、次の権限を委任します。
	受任者

（代表企業）
	所在地

商号又は名称

代表者名



	委任事項
	１.下記事業に関する入札への参加表明について

２.下記事業に関する入札への入札参加資格確認申請について

３.下記事業に関する入札辞退について

４.下記事業に関する見積もり及び入札について

５.下記事業に関する 特別目的会社設立以前の契約に関することについて
６.復代理人の選任について

	事業名
	海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業


注：入札参加者の構成員毎に提出すること。
（様式２－４）
令和　　年　　月　　日
入札参加資格確認申請書
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」に係る入札参加資格の確認を下記の書類を添えて申請します。 

なお、入札説明書「第４　１．（１）入札参加者の構成等」に掲げられている事項、「第４　１．（２）入札参加者の入札参加要件」及び「第４　１．（３）入札参加者の資格等要件」に掲げられている事項を満たしていること、並びに、この申請及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
＜添付書類＞ 

１.（様式2-5）事業実施体制

２. 設計に当たる者が、防衛省における令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格（以下「防衛省競争参加資格」という。）のうち、測量・建設コンサルタント等業務において「建築」にあっては「Ａ」の格付を受け、「土木」、「電気」、「機械」又は「通信」にあっては「Ａ」又は「Ｂ」の格付けを受け、中国四国防衛局に競争参加を希望していることを証する書類 
３．設計に当たる者が、建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所登録を有することを証する書類
４.（様式2-6-1）設計実績
５.（様式2-6-2）設計に当たる者の資格等確認書
６. 工事監理に当たる者が、防衛省競争参加資格のうち、測量・建設コンサルタント等業務において「建築」にあっては「Ａ」の格付を受け、「土木」、「電気」、「機械」又は「通信」にあっては「Ａ」又は「Ｂ」の格付を受け、中国四国防衛局に競争参加を希望していることを証する書類 

７. 工事監理に当たる者が、建築士法第23条の規定に基づく一級建築士事務所登録を有することを証する書類
８.（様式2-7-1）工事監理実績
９. (様式2-7-2）工事監理に当たる者の資格等確認書
10. 建設に当たる者が、防衛省競争参加資格のうち、「建築一式工事」、「土木一式工事」、「電気工事」、「管工事」及び「電気通信工事」において級別の格付を受け、中国四国防衛局に競争参加を希望していることを証する書類。それぞれの工事種別について、経営事項評価数値（資格審査結果通知書の記３の経営事項評価数値の点数）が、以下に示した点以上ある者であることを証する書類 

建築一式工事 1,200点 　　土木一式工事 990 点 　　電気工事 870 点 

管工事 870 点 　　　　　  電気通信工事 870 点 

11. 建設に当たる者が、提案内容に対応する建設業法の許可業種につき許可を有して営業年数が５年以上あることを証する書類

12.（様式2-8-1）建設実績
13.（様式2-8-2）建設に当たる者の資格等確認書
14. 維持管理に当たる者が、令和07・08・09年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一）審査において、資格審査の種類が「役務の提供等」、営業品目が「建物管理等各種保守管理」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であることを証する書類

15.（様式2-9）維持管理実績 

16.（様式2-10）添付資料提出確認書 及び 必要とされる添付資料
（様式２－５）
事業実施体制
	構成企業・協力企業・設立する特別目的会社・金融機関・国等、本事業に関係する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入すること。

	


注：様式 1 枚に記入すること。
（様式２－６－１）
令和　　年　　月　　日
設計実績
平成27年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造で、建築基準法上の延床面積 3,900 ㎡以上（1棟当たり）の新設建築工事の実施設計実績を記入すること。
設計を担当する企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	設計完了
年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	


注：１　実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。

２　設計を担当する企業が複数の場合は、担当企業毎に本様式を作成すること。
（様式２－６－２）
令和　　年　　月　　日
設計に当たる者の資格等確認書
管理技術者に当たる者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理技術者に当たる者について、平成27年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造の新設建築工事の実施設計経験を記入すること。
	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	設計完了
年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	



注：管理技術者について、以下の書類を添付すること。
① 設計に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係にあることを証明する書類。
② 建築士法第２条２項に規定する一級建築士であることを証明する書類。
（様式２－７－１）
令和　　年　　月　　日
工事監理実績
平成27年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造で、建築基準法上の延床面積 3,900 ㎡以上（1棟当たり）の新設建築工事の工事監理実績を記入すること。
工事監理を担当する企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施設名
	発注者名
	所在地

（市町村名まで）
	規模等
	完了

年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	


注：１　実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。

２　工事監理を担当する企業が複数の場合は、担当企業毎に本様式を作成すること。
（様式２－７－２）
令和　　年　　月　　日
工事監理に当たる者の資格等確認書
工事監理に当たる者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①工事監理に当たる者について、平成27年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造の新設建築工事の工事監理又は実施設計経験を記入すること。
	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	設計完了
年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	


②工事監理に当たる者について、該当する実務経験の確認欄に〇を記載すること。
	確認
	実務経験

	
	大学卒業後13年以上、短大・高専卒業後18年以上又は高校卒業後23年以上の実務経験

	
	公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（省庁統一基準）又はそれに準ずる仕様書を適用した工事監理を実施した経験


注：工事監理に当たる者について、以下の書類を添付すること。
① 工事監理に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係にあることを証明する書類。
② 建築士法第２条２項に規定する一級建築士であることを証明する書類。
（様式２－８－１）
令和　　年　　月　　日
建設実績
平成22年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造で、建築基準法上の延床面積 3,900 ㎡以上（1棟当たり）の新設建築工事の施工実績を記入すること。
建設を担当する企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施設名
	発注者名
	所在地

（市町村名まで）
	規模等
	引渡し

年月日
	受注形態

	
	
	
	構造
	
	単体

・

共同企業体

(　　%）

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	構造
	
	単体

・

共同企業体

(　　%）

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	構造
	
	単体

・

共同企業体

(　　%）

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	
	



注：１　実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。

２　共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付すること。

　　３　建設を担当する企業が複数の場合は、担当企業毎に本様式を作成すること。
（様式２－８－２）
令和　　年　　月　　日
建設に当たる者の資格等確認書
監理技術者に当たる者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
監理技術者について、平成22年度以降の建設実績で、S、RC 又は SRC 造の新設建築工事の施工経験（現場施工期間の１／２以上の期間の経験を有する業務）を記入すること。
	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	設計完了
年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	


注：監理技術者について、以下の書類を添付すること。
① 建設に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係にあることを証明する書類
②１級建築施工管理技士またはこれと同等以上の資格を有する者であること（一級建築士の資格を有する者、またはこれらと同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者）を証明する書類
③ 監理技術者が保有する、建築工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証の写し
（様式２－９）
令和　　年　　月　　日
維持管理実績
平成27年度以降の、本事業における設置予定宿舎と同等以上の規模（戸数）の共同住宅の維持管理実績を記入すること。
維持管理を担当する企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施設名
	発注者名
	所在地

（市町村名まで）
	規模等
	契約
年月日

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	

	
	
	
	構造
	

	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	

	
	
	
	住宅部分　　　　　㎡
	


注：１　実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。

２　維持管理を担当する企業が複数の場合は、本様式に準じて適宜記入欄を追加すること。
（様式２－１０）
令和　　年　　月　　日
添付資料提出確認書
	企業名
	

	添付書類
	入札参加者

確認

	①
	会社概要
	

	②
	企業単体の貸借対照表、損益計算書､及び利益処分案（直近３期分）
	

	③
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	

	④
	会社定款（入札公告日以降に交付されたこと）
	

	⑤
	印鑑証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	

	⑥
	法人税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	

	⑦
	消費税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	

	⑧
	商業登記簿謄本（入札公告日以降に交付されたこと）
	

	⑨
	競争参加資格審査の等級等を証する書類の写し
	

	⑩
	業務実績を証明できる資料（契約書の写し等）
	

	⑪
	配置技術者の資格等を証明できる資料（資格証の写し等）
	


注：１　企業毎に本様式を使用し、提出すること。

　　２　必要書類が揃っていることを確認した上で、「入札参加者確認」欄に「○」をつけること。

　　３　防衛省から一般競争（指名競争）参加資格を有している企業は、①②③⑨及び必要に応じて⑩⑪を添付し、④～⑧までの資料を添付する必要はない。その他の企業は①～⑧及び必要に応じて⑩⑪を添付すること。
（様式３－１）
令和　　年　　月　　日
入 札 辞 退 届
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」に関する入札参加資格確認申請書を提出しましたが、都合により入札を辞退します。
（様式４－１）
令和　　年　　月　　日
入札提出書類の提出届
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の競争入札に対する入札提出書類を提出します。
事務担当者

	所属
	

	氏名
	

	住所
	

	電話
	

	FAX
	

	電子メール
	


（様式４－２）
令和　　年　　月　　日
委 　任 　状（代　理　人）
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
役　　　　職
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　 　　（受 任 者）営業所等名
役　　　　職
氏　名（自筆）　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、上記の受任者を代理人と定め、
件名 ： 海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業
に関し、下記の権限を委任します。　　　　　
記
１. 入札に関する一切の件
２. 復代理人選任に関する一切の件
（様式４－３）
令和　　年　　月　　日
委 　任 　状（復　代　理　人）
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　 　　（受 任 者）営業所等名
役　　　　職

氏　名（自筆）　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、上記の受任者を　〔入札参加グループの代表企業〕　　の復代理人と定め、
件名 ： 海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業
に関し、下記の権限を委任します。
記
１. 入札に関する一切の件
（様式４－４）
令和　　年　　月　　日
入 　　札　　 書
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
代表企業 商号又は名称  　　　　　　　　　　　　　　　
所 　在 　地  　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名  　　　　　　　　　　　　　　　印
代理人（自筆）　　　　　　　　　　　　　　　印
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の競争入札について、本件入札説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、入札します。
	事業名
	海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業


	入　札
金　額
	￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―（税抜き）


入札説明書等を承諾のうえ、上記の金額によって入札します。
（様式４－５）
入札価格内訳書
「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」に係る入札価格内訳
	費目
	金額（消費税抜き）
	備考

	
	①設計及び建設業務費内訳（新青山南宿舎（仮称）分）
	円
	

	
	②設計及び建設業務費内訳（新青山中央宿舎（仮称）分）
	円
	

	③設計及び建設の対価の総額（＝①＋②）
	円
	

	
	④維持管理業務（新青山南宿舎（仮称）分）
	円
	

	
	⑤維持管理業務（新青山中央宿舎（仮称）分）
	円
	

	⑥維持管理の対価の総額（＝④＋⑤）
	円
	

	⑦既存宿舎の解体の対価の総額
	円
	

	⑧合計（＝③＋⑥＋⑦）
	円
	


注：１　記入欄は、適宜追加すること。

２　上表「⑧合計」欄に示した金額は、入札書（様式4-4）に記載した額と同一となるようにすること。
（様式４－６）
令和　　年　　月　　日
企 業 等 一 覧 表
	①グループ名
	

	②構成員記号
	③商号又は名称
	④役割
	⑤種別

	○○Ａ社
	
	
	

	○○Ｂ社
	
	
	

	○○Ｃ社
	
	
	

	○○Ｄ社
	
	
	

	○○Ｅ社
	
	
	

	○○Ｆ社
	
	
	

	○○Ｇ社
	
	
	

	○○Ｈ社
	
	
	

	○○Ｉ社
	
	
	


記載上の注意事項
①グループ名：様式2-1に提示した入札参加者の企業グループ名を記載すること。
②構成員記号：企業の呼称をアルファベットで記載すること。ただし、各業務のいずれを実施するか分か
るようにアルファベットの前の○○には当該企業の属性（設計及び建設、維持管理、既存
宿舎の解体、金融機関等）が分かる呼称を付すこと（例：設計及び建設Ａ社、維持管理Ｂ
社）。
③商号又は名称：様式2-2に提示した順に、構成員の商号又は名称を記載すること。企業名の記入欄が足
りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
④役割：当該企業の本事業における役割を、様式2-2に提示した本事業における役割にならって記載する
こと。
⑤種別：当該企業の本事業における種別（様式2-2に提示した代表企業、構成員(A)、構成員(B)、構成員
(C)のうち該当する種別）を記載すること。
注：本様式は正本１部を提出のこと。

（様式４－７）
令和　　年　　月　　日
要求水準書に関する確認書
支出負担行為担当官
中国四国防衛局長　　深和　岳人　殿
グループ名　
（代表企業）商号又は名称
所在地　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
令和７年８月29日付で入札公告された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の競争入札に対する本入札提出書類の一式は、入札説明書に添付された「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業 要求水準書」に規定された業務要求水準と同等またはそれ以上の水準であることを誓約します。
（様式５－１）
事業計画に係る提案書
表紙
令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　様式は、指定がない場合は枚数制限はないが、わかりやすく簡潔に記述すること。なお、添付及び別紙は枚数制限に含めない。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－２）
事業実施体制に関する提案
	構成企業・協力企業・設立する特別目的会社・金融機関・国等、本事業に関係する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・本事業の特性に対応した安定的かつ確実性の高いグループ構成、実施体制、役割分担の体制となっているか。

・地元企業を積極的に活用する体制となっているか。




注：本様式２枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－３）
安定的な資金調達に関する提案
	安定的な資金調達に関する提案を記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・本事業の内容や期間、支払等の条件を踏まえて、安定性やコストなどの観点から工夫・検討された適切な資金調達方法が提案されているか。
・出資金等の構成・条件について適切な計画となっているか。



注：本様式２枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－４）
事業収支計画に関する提案
	事業収支計画に関する提案を記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・事業を確実かつ安定的に遂行することが可能な事業収支計画となっているか。
・資金不足が生じる可能性と、生じた場合の対応は評価できるか。



注：本様式２枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－５）
事業安定化方策に関する提案
	事業安定化方策に関する提案を記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・構成企業、協力企業が破綻した場合等、事業実施上のリスクが顕在化した場合の事業安定化方策が評価できるか。
・事業経営及び管理面の工夫等が評価できるか。



注：本様式２枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－６）
設計及び建設業務費内訳書
注：１　別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
２　入札価格内訳書（様式4-5）の「設計及び建設の対価の総額」と同額になるよう、事業者の適正利潤を見込んだ金額を提示するよう留意すること。
（様式５－７）
維持管理業務費内訳書
注：１　別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
２　入札価格内訳書（様式4-5）における「⑥維持管理の対価の総額」の費目を、さらに細分化して記載すること。　　　
また、それぞれの金額の算出根拠も記載すること。
　　３　入札価格内訳書（様式4-5）の「維持管理の対価の総額」と同額になるよう、事業者の適正利潤を見込んだ金額を提示すること。
　　４　「維持管理の対価の総額」の費目毎に各１枚に記入すること。
（様式５－８）
既存宿舎の解体業務費内訳書
注：１　別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
２　入札価格内訳書（様式4-5）の「⑦既存宿舎の解体の対価の総額」と同額になるよう、事業者の適正利潤を見込んだ金額を提示するよう留意すること。
　　３　３枚を上限として記入すること。
（様式５－９）
割賦金利についての提案
「海上自衛隊呉地方総監部新青山南宿舎（仮称）整備事業及び新青山中央宿舎（仮称）整備事業」の競争入札における設計・建設等に係る割賦金利の提案

基準金利（ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

スプレッド（ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

割賦金利（ａ＋ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

注：１　基準金利は、基準日令和７年11月10日（月）の国債金利10年ものとする。
　　２　金利及びスプレッドは、小数点以下第三位までとする。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－10）
出資金・借入金明細書
(1)出資金明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	出資者
	出資金額
	出資比率
	出資者の役割
	その他

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	100.0%
	
	


(2)借入金明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	金融機関等
	借入金額
	借入条件

	
	
	金利
	金利の説明
	返済方法
	その他

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注：１　記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。

　　２　金額は単位：千円、千円未満四捨五入すること。

　　３　出資・借入について順次段階別に出資・借入を受ける場合、必要とする出資金・借入金を全て調達した段階の計画を記入すること。この場合、資金調達計画書（様式5-11）との整合に留意すること。

　　４　出資者名及び金融機関名については具体名を記入すること。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される金融機関名や業種等についてできる限り具体的に記入すること。

　　５　出資者の役割については、各出資者が本入札において「入札参加グループの代表企業」、「入札参加グループの構成員」又は「それ以外」のいずれであるかの表示と各出資者が本事業において果たす役割を記載すること。

　　６　借入条件の金利については具体的な金利水準（例えば○.○○○%等）、金利の説明については金利水準の算出根拠（例えば、基準金利は○○で○.○○○%、スプレッドは○.○○○%等）や変動・固定金利の別等をできる限り詳細に記入すること。返済方法については、元金均等返済等の返済方法を具体的に記入すること。一般的に考えられる返済方法等とは異なった返済方法を採用する場合には、返済方法のみではなく毎年度の返済額等を記入すること。

　　７　優先株を発行すること等を予定している場合、優先株・普通株等について「その他」欄に明記すること。

　　８　優先劣後構造を採用すること等を予定している場合、優先借入・普通借入の別等については「その他」欄に記入すること。

　　９　「その他」欄にはこれ以外に申請者が必要と考える内容について適宜記入すること。

　　10　長期収支計画（様式5-12）との整合に留意すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－11）
資金調達計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	項目
	R8年度
	R9年度
	R10年度
	R11年度
	R12年度
	R13年度
	合計

	出資金
	(出資者名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	(出資者名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	(出資者名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	

	借入金
	(金融機関等名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	(金融機関等名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	(金融機関等名)
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	(調達先)
	
	
	
	
	
	
	

	
	(調達先)
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


注：１　初期投資額・資金調達額を提示すること。
　　２　千円単位として、千円未満は四捨五入記載すること。
　　３　その他については、可能な範囲で具体的に記載すること。
　　４　入札価格内訳書（様式4-5）、設計及び建設業務費内訳書（様式5-6）、及び長期収支計画（様式5-12）との整合に留意すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式５－12）
長期収支計画
注：別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
（様式５－13）
対価の支払計画
注：別添のMicrosoft Excelファイルにより作成すること。
（様式６－１）
設計及び建設計画に係る提案書
表紙
令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　様式は、指定がない場合は枚数制限はないが、わかりやすく簡潔に記述すること。なお、添付及び別紙は枚数制限に含めない。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－２）
設計及び建設計画の概要
	
	新青山南宿舎（仮称）
	新青山中央宿舎（仮称）

	施設計画
	建築面積（建ぺい率）
	㎡（　　　%）
	㎡（　　　%）

	
	延べ面積（容積率）
	㎡（　　　%）
	㎡（　　　%）

	
	構造
	造　
	造　

	
	住戸数等
	a 　規格
	戸　
	戸　

	
	
	b 　規格
	戸　
	戸　

	
	
	c 　規格
	戸　
	戸　

	
	
	単b 規格
	戸　
	戸　

	
	
	計
	戸　
	戸　

	
	付随施設
	集会所
	
㎡　

	
	
	管理人室
	
㎡　

	
	駐車場
	駐車台数
	台 
	台 

	
	駐輪場
	駐輪台数
	台 
	台 

	機能性・

快適性
	ごみ置場（ごみｽﾃｰｼｮﾝ）
	箇所
	箇所

	
	ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
	台数
	
台
	
台

	
	
	各住戸から

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰまでの距離
	m 以内 
	m 以内 

	
	共用廊下幅員
	（片廊下・中廊下）
	
mm 
	
mm 

	
	１階床高
	
mm 
	
mm 

	
	基準階高
	
mm 
	
mm 


注：１　本様式１枚に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
　　２　面積、高さ等の数値は図面等でも確認できるようにすること。

	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－３）
周辺環境保全に関する提案
	周辺環境保全に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること。
■周辺に与える影響の低減
・近隣及び周辺への日照障害等に対する配慮及び適切な対策が講じられているか。
■住環境に配慮した緑化計画
・周辺環境との調和及び住環境に配慮した緑化計画となっているか。また、既存樹木の取扱い及び新規緑化計画は維持管理面にも配慮されたものとなっているか。
■敷地周囲のがけへの対策
・敷地周囲のがけに対する適切な対策が講じられているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－４）
景観、配置計画に関する提案
	景観、配置計画に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■都市景観、デザイン性
・都市景観及び周辺地域との調和に配慮したデザインとなっているか。
■配置計画、外構計画
・周辺環境・居住者に配慮した建物及び附帯施設（駐車場、駐輪場等）の配置計画（圧迫感、植栽、歩車分離等）となっているか。
■公務員宿舎としての適切性
・公務員宿舎として適切な外観となっているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－５）
住戸計画に関する提案
	住戸計画に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■ゾーニング・間取り
・住戸内のゾーニング及び間取りが使いやすく、居住者の動線に配慮したものになっているか。
■動線計画
・公道から駐車場・住棟、外部（駐車場等）から住棟、共用部から専用部（住戸）へのアクセスがスムーズに行えるような、車両及び人の動線計画となっているか。
■収納スペースの確保
・収納スペースが適切な位置に十分確保されているか。
■住戸の安全性
・住戸内のバリアフリー、防災、防犯など居住者の安全性に配慮したものとなっているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－６）
機能性・快適性に関する提案
	機能性・快適性に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■室内環境性（採光、換気及び室温維持）
・天井高さ、窓の高さ・大きさ、採光面の数、住戸の日照時間、良好な通風により快適な居住性を確保するよう計画されているか。
・自然換気及び断熱材等による室温維持の工夫があるか。
・隣接住戸との遮音に配慮された計画となっているか。
■人体に無害な材料の使用
・要求水準以外にホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物（VOC）等の室内濃度低減策が講じられているか。
■バリアフリー、ユニバーサルデザイン
・敷地出入口からのエントランス、階段、内外スロープ、手摺、サインの明瞭さ等、公務員宿舎のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン導入の工夫はあるか。
■住棟計画

・共用部（出入口、廊下、階段等）は、防災、防犯などを含めた安全性、プライバシーに配慮したものとなっているか。
・１階床高は防災面、温湿度環境面に考慮したものとなっているか。
・耐震安全性について積極的な提案があるか。
・昇降機の設置台数や仕様等は、居住者の利便性を配慮した計画となっているか。
■附帯施設、ごみ置場等の配置計画等
・居住者が利用しやすく、かつ、防災、防犯などを含めた安全性及び収集の利便性に配慮したものとなっているか。
・配置計画で、無理のない範囲内において要求水準以上の駐車場を設置するための工夫がなされているか。



注：本様式３枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－７）
省資源・環境負荷低減に関する提案
	省資源・環境負荷低減に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■エネルギー使用量の削減及び省資源化への取組
・エネルギー使用量の削減及び省資源化のための工夫があるか。
■環境対策（建設発生土、再資源化、材料、省エネ技術）
・建設発生土の抑制及び建設廃材等の再資源化についての考え方と具体的方策は適切か。
・循環資源に配慮した材料の使用について、積極的な使用がされているか。
・環境対策についての要求水準や上記に提示した以外の工夫又は最新の省エネ関連技術の採用等について積極的な提案があるか。
■負荷の抑制、自然エネルギーの利用
・断熱、日射遮蔽等による熱負荷抑制の工夫及び積極的な環境負荷を低減する提案があるか。
・雨水利用や自然エネルギー（自然採光・通風）の活用が積極的に図られているか。



注：本様式１枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－８）
経済性に関する提案
	経済性に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■ライフサイクルコストの低減
・建築材料及び設備機器等が、耐久性の高いものとなっているか。
・維持管理費を低減するための工夫があるか。
■保全性（作業性／更新性）
・建築材料及び設備機器等のメンテナンスや更新が容易に行える構造となっているか。



注：本様式１枚以内に、具体的に記入すること。（Ａ４縦長）
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－９）
施工計画に関する提案
	施工計画に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■施工工程等の確実性、適切性
・確実かつ適切な施工工程及び工法となっているか。
■品質保証
・品質保証の具体的な方法や保証期間が十分であるか。
■安全確保、周辺環境保全
・工事中の周辺住民への安全確保、周辺環境保全は十分か。



注：本様式１枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式６－１０）
事業スケジュール
	事業スケジュールについて記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること。
・入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、基本協定の締結から維持管理期間終了（令和17 年３月31日）までの具体的なスケジュールを記入すること。基本設計、実施設計、工事着工、引渡し、供用開始等の主要な項目は必ず明記すること。



注：本様式１枚以内に、具体的に記入すること（Ａ４縦長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－１）
設計及び建設計画に係る提案書＜図面集＞
表紙

令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　図面集は表紙も含めて全てＡ３横長左横綴じで作成すること。
４　様式７－２～７－12については、新青山南宿舎（仮称）と新青山中央宿舎（仮称）と分けて、各１式作成すること。
５　各図面には、設計の考え方に関するコメントの記載や、様式６－３～６－９に記載した提案に関連した箇所の図示など、提案内容が分かりやすいように作成すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－２）
計画概要
	


注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－３）
配置図（縮尺：1/400）
	· 外構及び緑地計画も明記すること。



注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－４）
各階平面図（縮尺：1/200～1/300）
	


注：本様式３枚以内に記入すること。（Ａ３横長）
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－５）
立面図（縮尺：1/300）
	


注：本様式２枚以内に記入すること。（Ａ３横長）
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－６）
断面図（縮尺：1/1000）
	・斜線検討も明記すること。



注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－７）
各住戸平面図（縮尺：1/50～1/100）
	・要求水準で指定している住戸各所の寸法も明記すること。



注：本様式２枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－８）
集会所・管理人室平面図（縮尺：1/100）
	


注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－９）
鳥瞰図
	


注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－10）
面積表
	面積表：各階の延べ面積を、表形式にて記入すること。

	・求積図を添付すること。
・面積表の表現内容は、建築面積、建ぺい率、容積対象床面積、容積率、各階床面積、
延べ面積等。




注：本様式の枚数制限はないが、出来るだけ簡潔に記入すること（Ａ３横長、様式の詳細は事業者の自由とする。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－11）
仕上表
	外部仕上表、内部仕上表

	外部仕上表：外部の主要部分の仕上げを、一覧表形式にて記入すること。
内部仕上表：要求水準書に示す諸室等について、「階、室名、面積、床・壁・天井の仕上げ、
天井高さ、備考など」を、一覧表形式にて記入すること。



注：本様式の枚数制限はないが、出来るだけ簡潔に記入すること（Ａ３横長、様式の詳細は事業者の自由とする。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式７－12）
日影図（等時間日影、時刻日影）（縮尺：1/400）
	· 本事業によって整備される本施設の部分を対象とする。
・「建築基準法上の測定面」における日影図を作成すること。



注：本様式１枚以内に記入すること（Ａ３横長）。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式８－１）
維持管理計画に係る提案書
表紙
令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　様式は、指定がない場合は枚数制限はないが、わかりやすく簡潔に記述すること。なお、添付及び別紙は枚数制限に含めない。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式８－２）
維持管理業務実施体制及び業務内容の妥当性に関する提案
	維持管理業務実施体制及び業務内容について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■空き家等の維持管理
・空き家の不正使用防止や良好な状態の維持について、定期的な巡回や換気等の対応策がとられているか。
・駐車場、敷地、宿舎及び共同施設の不正使用や異常の早期発見について、定期的な巡視等の対応策がとられているか。
■集会所等の管理、防火管理の支援
・集会所等の使用受付及び鍵の貸与・回収方法、防火管理の支援は適切なものとなっているか。
■居住者等の応接
・各種相談への対応等を含む居住者サービスの向上が図られているか。
・自治会及び国等の対外的な対応が適切に図られているか。
・管理人室不在時について、居住者サービスに支障をきたさないような対応策がとられているか。

■退去時の原状回復
・原状回復に係る業務が適切に行われる体制となっているか。
■維持管理業務実施体制
・居住者がサービスを受けやすい体制（土日、勤務時間等）となっているか。
・非常時における連絡及びバックアップを含めた維持管理業務の実施体制が適切なものとなっているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式８－３）
保守点検業務実施体制及び業務内容の妥当性に関する提案
	保守点検業務実施体制及び業務内容について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・建築物、昇降機、消防設備、給水設備等の保守管理業務や点検業務について、要求水準書で要求された水準を満たすための具体的な業務実施体制が提案されているか。
・業務計画（年間維持管理計画の策定等）、時間外・非常時のバックアップ体制等、具体的な業務実施体制が提案されているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式９－１）
既存宿舎の解体計画に係る提案書
表紙

令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　様式は、指定がない場合は枚数制限はないが、わかりやすく簡潔に記述すること。なお、添付及び別紙は枚数制限に含めない。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式９－２）
周辺環境保全及び環境負荷低減、
解体業務の実施体制及び解体計画に関する提案
	周辺環境保全及び環境負荷低減、解体業務の実施体制及び解体計画について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・騒音及び振動対策は十分か。
・建設発生土の抑制及び建設廃材等の再資源化についての考え方と具体的方策は適切か。
・解体業務が安全かつ適切に実施できる体制となっているか。
・確実かつ適切な工程及び工法となっているか。



注：本様式２枚以内に、具体的に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式10－１）
附帯事業に係る提案書
表紙

令和　　年　　月　　日
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：１　グループ名は正本のみ代表企業を明記し、副本は登録受付番号を付すこと。
２　提案に係る全ての書類のページ右下に、登録受付番号を付すこと。
３　様式は、指定がない場合は枚数制限はないが、わかりやすく簡潔に記述すること。なお、添付及び別紙は枚数制限に含めない。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式10－２）
居住サービスの向上に関する提案
	附帯事業による居住サービスの向上に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
・附帯事業の内容及びその事業を選択した理由が本事業にとって適切なものであるか。
・居住サービスの向上に寄与するものとなっているか。
・周辺環境に配慮したものとなっているか。



注：本様式３枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式10－３）
事業計画に関する提案
	附帯事業の事業計画に関する提案について記入すること。

	＜ポイント＞　※提案書作成にあたり本ポイントは消去すること
■国有財産の有効活用

・本施設計画地の利用可能容積を踏まえ、附帯事業に係る施設の設置等により、国有財産の有効活用が図られているか。
■事業の採算・安定性確保

・事業の採算性を十分検討しているか。

・事業の規模に応じて安定性を確保するためのリスク対応策がとられているか。

■公務員宿舎とのリスクの分離

・附帯事業に係るリスクと公務員宿舎の設計及び建設業務並びに維持管理業務との分離が図られているか。



注：本様式３枚以内に記入すること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


（様式10－４）
附帯事業に係る長期収支計画
注：１　様式は自由とする。
２　附帯的事業の前提条件と事業期間中の収支見込みをできるだけ詳細に示すこと。
３　Microsoft Excel（Microsoft Excel2016で対応可能なバージョン）にてＡ 3 横長で作成し、A4 に折り込むこと。出来るだけ計算式がわかるようにすること。
	登録受付番号
	

	通し番号
	　　　／


４　長期収支計画（様式5-12）との整合に留意すること。
（様式11）
令和　　年　　月　　日
ワーク・ライフ・バランス等の推進に係る認定状況確認書
	項目
	内容

	ワーク・ライフ・バランス等推進企業の認定
	· 女性活躍推進法に基づく認定等
認定機関：

	
	· 次世代法に基づく認定
認定機関：

	
	· 若者雇用促進法に基づく認定
認定機関：

	
	· 上記のいずれも認定を未取得


注：１　代表企業において、ワーク・ライフ・バランス等推進企業の認定を受けているものについて、「□」にチェックを入れてください。
２　認定を受けている場合は、認定を受けていることを証明する資料（認定通知書等の写し）を添付すること。
（様式12－１）
令和　　年　　月　　日
従業員への賃金引上げ計画に係る表明状況確認書
	企業名
	＜①大企業＞
令和７年４月以降に開始する最初の事業年度又は令和７年以降の暦年において、対前年度又は前年比で給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨の、従業員への表明
	＜②中小企業等＞
令和７年４月以降に開始する最初の事業年度又は令和７年以降の暦年において、対前年度又は前年比で給与総額を 1.5％以上増加させる旨の、従業員への表明

	
	有　／　無
	有　／　無

	
	有　／　無
	有　／　無

	
	有　／　無
	有　／　無

	
	有　／　無
	有　／　無

	
	有　／　無
	有　／　無


注：１　全ての構成員について、＜①大企業＞＜②中小企業等＞の該当する欄における有無に○印をつけること。
　　２  中小企業等とは、法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者をいう。ただし、同条第６項に該当する者は除くものとする。
　　３　いずれかの表明がある全ての企業について、従業員への賃金引上げ計画の表明書（様式12-２）を添付すること。また、中小企業等の場合は、本表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」の写しを添付すること。
　　４　記入欄が足りない場合、適宜追加すること。
（様式12－２）
【大企業用】
令和　　年　　月　　日
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、令和７年度（令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までの当社事業年度）（又は　　　年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とすること
を表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。
令和　　年　　月　　日
企　業　名
住　　　所
代表者氏名
　上記の内容について、我々従業員は、令和　　年　　月　　日に、　　　　　　　　　　　という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　　年　　月　　日
企　業　名
従業員代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
給与又は経理担当者　氏名　　　　　　　　　　　　　印
（様式12－２）
【大企業用】
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出すること。

なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出すること。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出すること。

３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとする。

４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとする。
（様式12－２）
【中小企業等用】
令和　　年　　月　　日
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、令和７年度（令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までの当社事業年度）（又は　　　年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率1.5％以上とすること
を表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。
令和　　年　　月　　日
企　業　名
住　　　所
代表者氏名
　上記の内容について、我々従業員は、令和　　年　　月　　日に、　　　　　　　　　　　という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　　年　　月　　日
企　業　名
従業員代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
給与又は経理担当者　氏名　　　　　　　　　　　　　印
（様式12－２）
【中小企業等用】
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出すること。

なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出すること。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出すること。

３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとする。

４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとする。
印





印





印
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